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1990年代以降における木材生産 ･流通政策の展開と課題
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本稿の課題は,1990年代以降の木材生産 ･流通政策の展開を整理し,そこでの諸課題と新たな政策の方向について検討

することである｡経済のグローバル化の進展により,日本資本主義における国内林業の位置づけは低下し,1980年代ま

でに展開した林業の近代化による再編政策はその根拠を失いつつある｡ 一方で,地球温暖化問題への対応を中心とする

森林整備政策がより重要性を増している｡にもかかわらず,木材生産 ･流通政策はより近代的な方向へと展開している｡

それは, 1990年代に流域管理システムの下で1つの体系をなしていた森林整備政策と林業生産政策が,新基本法以降分

断的に展開し,木材生産 ･流通政策が自由な展開を遂げ得るようになったためである｡産業論理による林業 ･木材産業

の大規模な統合は,一方では大規模な破綻のリスクを抱えることとなり,持続性が重視される山村社会や森林管理の論

理に馴染まない面がある｡木材生産 ･流通政策は,少なくとも持続可能な森林管理の実現に向けた政策体系に位置づけ

直す必要がある｡
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Thisstudyistoreviewthetimberproductionanddistributionpoliciessincethe1990'sandtoexaminetheseissuesandperspec-

tivesforthenewstage･Duetotheglobalizationofworldeconomyandhberalizationoftimbertrade,theimportanceofJapanese

forestryinthenationaleconomyhasbeendechmingandthefわrestpohcytothe1980'swhichforcedonrestructuringthefbres打y

indusbythroughmodemizationlostitsrationale･Ontheotherhand,thereisanincreasingimportanceofforestpracticepohciesto

copewiththeglobalwami ng･Howとver,thetimberproductionanddistributionpoliciesstillaimatmodemizationoftheindustry.

ThisisbecausetheforestpracticepolicyandthetimberproductionpolicyhavebeenseparatelydevelopedaRerthenewForest

andforesbybasiclaw(enforcedin2001),whichusedtobeintegratedintoonesystemundertheRiverbasinmanagements_ystem

(enforcedin1991)AOneoftheproblemsofsuchpolicychangeisthatlargeintegrationofforestryandtimberindustrymaybe

accompaniedwithriSkoflargefailure,whichisnotappropriatefortheruralsocietyandforestmanagement.Thetimberproduc-

tionanddistributionpohciesneedtobeplacedunderthesamepolicysystemthataimsatsustainableforestmanagement･
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Ⅰ はじめに

本稿の課題は,1990年代以降の木材生産 ･流通政策

の展開を整理し,そこでの諸課題と新たな政策の方向

について検討することである｡

具体的には次のような視点から木材生産 ･流通政策

を捉えようとしている｡周知の通り1990年代を前後し

て森林 ･林業をめぐる状況は大きく変化している｡林

業の側面からは,1985年のプラザ合意以降の国際化の

進展と新たな外材支配体制が定着し,そのもとで国内
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林業生産はさらなる後退を余儀なくされている｡ 一方

で,環境の側面からは,地球温暖化問題をはじめとす

る環境問題-の対応など,森林への新たな期待と機能

発揮が求められるようになった｡しかし,この間の動

向で最も大きな意味を持つのは,経済のグローバル化

による資本蓄積メカニズムの大転換であり,資本ない

しは国家が捉える森林 ･林業の位置づけが大きく変化

したことである｡このことは林業基本法の改正に象徴

されるように,森林 ･林業政策にも大きな転換をもた

らすこととなった｡このような変化のもとで,森林 ･

林業政策における木材生産 ･流通政策の位置づけがど

のように変化してきているのかを明らかにする必要が
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あるだろう｡

このような視点に立ち,以下では次のような整理を

行った｡第一に,1990年代以降の資本ないしは国家に

とっての森林 ･林業の位置づけについて,簡単にでは

あるが基本認識を整理する｡第二に,木材生産 ･流通

政策の展開について整理を行うが,森林の流域管理シ

ステムを軸として展開した1990年代と新基本法以降の

それぞれにおいて,森林 ･林業政策における木材生

産 ･流通対策の位置づけの変化と事業の展開について

整理しようとした｡最後に,これらの整理に基づい

て,新たな政策方向について検討を加えている｡

なお,上記の問題意識から森林整備や担い手対策等

についても必要に応じて検討の対象としている｡ま

た,本来であれば国有林も含めた分析が必要と思われ

るが,紙幅と筆者の能力から基本的に国有林の分析は

割愛した｡

ところで,本稿で用いている｢木材生産 ･流通政策｣

を含むいくつかの用語について,その定義と関係につ

いてここで整理しておく｡

林業基本法以降の ｢林政｣は,産業としての林業の

確立を目指した ｢林業政策｣と,森林の保続培養を目

的とした森林法に基づく ｢資源政策｣に大きく体系づ

けられるが,特に1990年代以降,C02の固定を含む森

林の多面的機能が重視されるようになり,森林をより

高度に管理することが要請されるようになってきてい

る｡｢林政｣はこのような状況を受け止めつつ変化し

ており,本稿では1990年代以降の ｢林政｣をそれ以前

とは区別して ｢森林 ･林業政策｣としている｡
｢森林 ･林業政策｣の一方の軸をなす ｢林業政策｣
は林業の近代化を通 じた産業政策を指 している

が,1980年代には木材加工分野を,1990年代には素材

生産分野を政策対象として位置づけるようになった｡

よって,今日の｢林業政策｣は林業経営から素材生産,

木材加工分野にわたる一連の過程を政策対象として含

むものであり,そのうち本稿では,主に素材生産から

木材加工分野に関わる政策を ｢木材生産 ･流通政策｣

と呼ぶことにしている｡

｢森林整備政策｣は1980年代後半以降重視されるよ

うになった間伐対策を主に指している｡間伐対策は森

林 (資源管理)政策的側面と林業政策的側面とを有し

ているが,今日では多面的機能の発揮を背景としなが

らより森林 (資源管理)政策的側面が強調されるよう

になっている｡本稿では,｢森林整備政策｣を ｢林業

政策｣に対するもう一方の政策軸として位置づけ,用

いている｡

Ⅱ 資本蓄積メカニズムの転換と森林 ･林業

の位置づけの変化

1990年代以降の森林 ･林業の展開を規定した最も大

きな要因の1つは,1985年のプラザ合意を起点とする

経済のグローバル化であろう｡それは単に経済のグ

ローバル化を促したということだけでなく,日本資本

主義の蓄積メカニズムの転換を伴ったという点で戦後

の日本経済の大きな画期をなすと同時に,資本ないし

は国家にとっての森林 ･林業の位置づけを大きく変化

させたのである｡以下では,1990年代以降の森林 ･林

業政策の展開を理解するための前提作業として,蓄積

メカニズムの転換とそれに伴って生じた森林 ･林業の

位置づけの変化について,概要的ではあるが改めて基

本的な認識を確認しておく｡

1980年代までの林業問題の主要な理解は,国家独占

資本主義論として展開される｡それは,林業あるいは

山村は基本的に戦後以降日本資本主義の蓄積･基盤に明

確に位置づけられ,その限りで解体と再編が行われた

とするものである(1)｡林業に関わっては,1960年代の

外材依存体制の確立によって国内林業は大きく規定さ

れることとなるが,それは,｢"加工貿易立国''を標梼

する重化学工業を春型的に発展させる日本独占資本主

義の蓄積メカニズムの構築に欠かせない産業編成の一

環としての国内林業の解体,再編｣(2)であった｡外材

輸入政策による林業 ･山村の解体と,同時に展開され

た産業化政策による林業の再編は,国家独占資本主義

の蓄積メカニズムに基づく展開とする理解である(3)0

低成長期へ移行し木材需給の逼迫が緩和されて以降

ち,一国資本主義の枠組みのもとで林業 ･山村はなお

も独占資本の蓄積メカニズムに組み込まれており,林

業の産業化政策はその根拠を依然として失っていな

かったといえる｡

1985年のプラザ合意を転換点とする1990年代以降の

展開は,資本蓄積メカニズムにおける林業 ･山村の位

置づけが大きく後退した時期といえるだろう｡黒瀧氏

の整理によると,1990年代以降の展開は "戦後システ

ムの転換期"と捉えられ,それは,｢高度経済成長の

構造的基盤となった我が国における再生産構造の三層

の格差構成である 『巨大独占企業 ･中小企業 ･零細農

耕という格差系列』(中略)そのものの除去が,社会

的総資本から要求されたといえる段階｣(4)というもの

である｡林業の解体化は2つの面からなされたとし,

1つは自由貿易体制への移行により国際地代序列-の

編成替えが行われ,日本林業そのものが最劣等地ない
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しは耕境外へと放逐されつつあること,もう1つは,

家や共同体の市場包摂 (-解体)過程を通じた労働力

の再生産費の内部化によって造林 ･育林費は増大し,

市場競争力が低下したことである(5)｡国内林業は経済

のグローバル化によって相対化され,蓄積メカニズム

における位置づけが大きく後退することによって,林

業の再編 (資本主義的合理化)政策の根拠もまた揺ら

いでいるといえるのである｡

林業政策が後退する一方で,今日,政策の1つの軸

となって展開しているのは森林整備政策である｡かつ

て人工林の整備問題から出発した森林整備問題は,

1987年の ｢森林資源に関する基本計画｣以降,森林の

有する環境機能を重視した森林整備政策-と展開し,

森林の有する多面的機能の発揮-と軸を移行させてい

る｡2001年の新基本法の改正はその1つの頂点であ

り,森林整備政策が全面化したかのようにみえるので

ある｡これに加えて,地球温暖化防止対策と関わっ

て,COP7における森林によるCO2吸収枠の獲得とそ

の着実な実施のための ｢地球温暖化防止森林吸収源10

カ年対策｣の策定は,森林に新たな位置づけを与える

ことになる｡

以上のように,1990年代以降において,経済のグ

ローバル化によって日本資本主義の蓄積メカニズムが

転換し,他方で地球環境問題が経済を規定し始める状

況が生じた｡それに伴って資本ないしは国家にとって

の森林 ･林業の位置づけもまた大きく変化してきてい

る｡資本蓄積メカニズムにおける林業の位置づけは大

きく後退し,産業化政策としての林業政策はその意味

を失いつつある｡一方で,森林は外部経済を受け止め

る不可欠の対象として改めて位置づけを与えられ,政

策としても重視されるようになった｡

Ⅲ 流域管理システムにおける木材生産 ･流

通政策の展開

1 涜域管理システムと事業展開の特徴

(1)流域管理システム導入の背景

1990年代を特徴づける森林 ･林業政策は,1991年に

登場した ｢森林の流域管理システム｣であろう.

流域管理システムは,1990年の林政審議会中間報告

｢今後の林政の展開方向と国有林野事業の経営改善｣

において提言されたものである｡この提言に至る経緯

は,1986年の林政審 ｢林政の基本方向｣において,

① ｢国産材時代｣の到来を現実のものにすること,②
森林を早急に整備し,公益的機能を高度に発揮させる
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こと,この2点を基本課題として提言したが,国内林

業はむしろ後退し,2つの基本課題に応えられなかっ

たというものである(6)｡国産材時代の実現について

は,1980年代を通じて展開した地域林業政策におい

て,木材加工分野も政策対象として組み込み,林業生

産力の拡大を目指したが,バブル景気により木材需要

が大幅に拡大したにもかかわらず,国産材の生産量は

むしろ減少を続けた｡森林整備に関わっては,1987年

の ｢森林資源に関する基本計画｣において公益的機能

重視の内容へと大幅に見直したが,目標への達成率は

低水準にとどまった｡このような背景から流域管理シ

ステムが提言されるのである｡

上記中間報告において示された林政の基本課題は,

① ｢緑と水｣の源泉である多様な森林の整備,② ｢国

産材時代｣を実現するための林業生産,加工 ･流通に

おける条件整備,の2点を掲げ,基本的には'86年提

言を引き継ぐものであった｡しかし,その達成手段と

して示された流域管理システムは,これまでの地域林

業政策とは枠組みが大きく異なるものであった｡

(2)流域管理システムの特徴

流域管理システムの特徴は次の5点に整理できるだ

ろう｡

1点目は,｢森林整備 ･林業生産等を推進する上で

の合理的地域範囲｣(7)を ｢流域｣に求め,この枠組み

ごとに森林整備と林業生産のシステムを確立しようと

したことである｡｢流域｣とは,森林法の一部改正に

よって再編された158の森林計画区を指す｡

2点目は,流域管理システムは森林整備と林業生産

の2つの系に分けてイメージされていたことである｡

3点削ま,森林整備に関わる点で,これまで民有林

のみが策定していた地域森林計画を国有林も民有林と

協調して策定し,一体的な整備が目指されたことであ

る｡

4点臼は,林業生産に関わっては,外材に対抗しう

る生産性の高い林業が目指されているが,特に素材生

産業を政策対象として明確に位置づけ,日本林業の新

たな生産力水準を確立しようとしたことである(8)0

5点日は,市町村,森林管理署,森林組合,素材生

産業,木材加工 ･流通業者等,林業に関わる主体に

よって構成される流域林業活性化協議会を設置し,流

域林業の活性化の目標を主体的に策定することとして

いる点である｡

このような特徴から,｢合理的な産地形成の範囲｣(9)

の拡大とする見方や,｢地域林業政策の継承強化政

策｣(10)という評価もなされたが,より正確には,森林
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整備問題と林業生産問題を流域という枠組みの中で同

時に解決しようという点で,地域林業政策とは異なる

体系を持った政策であったといえる(ll)0

(3)林業 ･木材産業関連事業の展開

理念と枠組みでは新しさを有した流域管理システム

であったが,その推進のための事業については必ずし

も特徴的な展開がみられなかった｡

1991年度に流域林業活性化総合対策の1つとして,

｢流域林業活性化推進事業｣がスタートするが,これ

は各流域での活性化基本方針と活性化実施計画を策定

するためのソフト事業である｡各流域は基本方針およ

び実施計画に基づいて事業を実施していくこととなる

ため,最初の数年は多くの流域が基本方針の策定に終

始することとなる(12)0

木材生産 ･流通関連事業は,1990年度にスタートし

た ｢林業山村活性化林業構造改善事業｣(特に ｢産地

形成型｣),｢国産材流通体制整備総合対策｣,｢木材産

業高度化総合対策事業｣など,地域林業政策の延長上

に位置づく内容の事業が中心であった｡

流域管理システム下の特徴ある事業は,むしろ担い

手対策に現れ,特に事業体の計画的育成のための ｢林

業事業体体質強化対策事業｣や,林業事業体の合併 ･

統合,第三セクターの新設等を推進するための ｢林業

事業体体質強化促進資金｣の創設などが行われた｡

流域管理システムが実施段階へと移行するのは1995

年度からである｡前年度までに各流域で推進体制 (流

域林業活性化センターの設置と流域林業活性化基本方

針の策定)がほぼ整備されたことを受けて,新たに｢流

域林業総合推進対策｣が実施された｡特徴的な事業は,

｢造林から素材生産,加工等を総合的に実施し,高収

益性と他産業並みの就労条件を確保し得る中核的な林

業事業体の設立等を支援｣(13)する環境整備のための｢流

域林業中核事業体育成強化事業｣や,間伐材の流通 ･
加工体制の整備も含む ｢流域総合間伐対策｣がスター

トする｡また,｢流域林業推進モデル事業｣として,

先導的流域として選定した34流域に対して,｢多様な

森林整備,素材生産の効率化に資する路網の整備,高

性能林業機械の導入,大規模流通 ･加工施設の整備を

造林事業,林道事業及び林業構造改善事業を活用して

集中的に実施する｣(14)としている｡

2 林野三法への展開

(1)林野三法への経緯

このように1995年は,｢流域林業の新たな展開｣と

して選別性を高めながら本格的な構造再編がスタート

したのだが(15), この年に ｢新しい林業 ･木材産業政策

に関する懇談会報告書｣が公表される｡バブル経済の

崩壊と経済のグローバル化の進展により,林業 ･木材

産業をめぐる状況がますます厳しくなったことを背景

として,林業姪営,林業事業体,木材産業のそれぞれ

が抱える課題と施策のあり方について碇言を行ってい

る｡

現状に対する認識は,林家等の森林所有者の林業生

産活動の停滞が,施業を担う林業事業体の嘩骨を圧迫

し,さらには原木の安定供給を困難なものとし木材加

工 ･流通業の経営をも規定し,悪循環に陥っていると

いうものである｡こうした認識から導かれた課題と対

宋とは,流域管理システムの確立を基本としながら,

林業姪営,林業事業体,木材産業のそれぞれにおい

て,さらなる近代化を推し進めることが指摘されてい

る(16)0

(2)林野三法の特徴

この懇談会報告を受け,1996年に林野三法が制定さ

れる｡

｢林業改善資金助成法及び林業等振興資金融通暫定

措置法の一部を改正する法律｣では,零細林家,不在

村者が所有する森林の施業を,森林組合,専業的林家

等へ委託すること等を通じて適切な森林整備を推進す

ることと,林家等の自立的経営の確立を支援すること

が目指されている｡支援の内容は経営基盤強化や複合

経営推進のための貸付け特例や税制特例が中心であ

る｡

｢林業労働力の確保の促進に関する法律｣では,林

業労働者の雇用管理や労働環境の改善が1つの目的で

あったが,林業事業体の支援 ･育成に関わっては,都

道府県知事によって認定された事業体が支援の対象と

なること,その支援は各都道府県に設置された ｢林業

労働力確保支援センター｣によってなされることを特

徴としている｡

｢木材の安定供給の確保に関する特別措置法｣では,

森林資源の状況からみて林業的利用の合理化を図るこ

とが相当と認められる地域を都道府県知事が指定し,

指定地域においては,木材製造業者等と森林所有者等

によって木材の安定供給確保に関する共同計画を作成

し都道府県知事から認定を受けることができる｡認定

を受けることで,木材安定供給確保支援法人等から木

材買受代金等に係わる債務保証などの支援や,｢原木

確保協定促進資金｣による協定に基づく素材取引等に

必要な資金の低利融資などを受けることができる｡こ

の他に木材産業に対する予算措置として,設備導入等
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に対する利子助成 (地域木材産業再編 ･近代化促進事

莱)や木材加工 ･流通拠点施設の近代化 .規模拡大等

を促進する ｢木材流通合理化整備特別対策事業｣など

の事業があわせて実施された｡

このように,流域管理システムにおいては,当初各

流域の主体性に委ねられていた活性化目標の設定とそ

の実現に向けての取り組みを,林野≡法によって裏づ

けたという形になっている｡また,各法律では川上 ･

川下の具体的な担い手を特定するような内容となって

いることが特徴で,流域管理システムを具体的に稼働

させようとする内容となっている｡

3 民有林政策の新たな展開

(1)1997年林政審答申における森林整備重視への展

開

1997年の林政審答申 (以下,'97年林政審答申)｢林

政の基本方向と国有林野事業の抜本的改革｣は,国有

林改革が注目された答申であったが,民有林政策にお

いても考え方に大きな変化が現れている｡それは,森

林の公益的機能の発揮を重視した森林整備推進の必要

性を撞言する内容となっていることである｡

この背景には,いうまでもなく1992年の地球サミッ

トを出発点とした持続可能な森林経営の達成のための

取り組みや,1997年の京都議定書の採択などがある｡

他方,この答申に先立って改訂された1996年 ｢森林資

源に関する基本計画｣においては,｢我が国の森林整

備は,今や造成を基軸とする段階から,森林を健全な

状態に育成し,循環させるという質的充実を基軸とす

べき段階となっている｣(17)という基本認識が示され,

森林整備の推進方向として,｢水土保全｣,｢森林と人

間の共生｣,｢資源の循環利用｣という考え方が提示さ

れたのである｡これを受けて'97年林政審答申では,

上記の3つの推進方向に基づきながら,多様な森林整

備を推進していくことが喫緊の課題であるとしてい

る｡

流域管理システムにおける森林整備の位置づけも変

化している｡既に述べたように,流域管理システムで

は,森林整備と林業生産を並列的に取り扱っており,

1つの体系の中で同時実現しようとするものである｡

しかしながら,実際には,森林整備については1991年

森林法から実施されている ｢森林整備事業計画｣に基

づく林野公共事業の実施,林業生産については各流域

の主体性に委ねた非公共事業での推進,という予算措

置上の役割分担が比較的はっきりとしていた｡そのた

め,流域における取り組みは木材生産が重視される傾
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向が強かった｡'97年林政審答申においては,｢森林に

対する様々な要請に応え,多様な森林整備を進めてい

くためには,(中略)関係者間の利害調整と合意形成

を図り,これら関係者の連携により,流域ごとの特性

を踏まえた自主的な取組を推進することが重要｣(18)と

し,森林整備推進のシステムとして流域管理システム

を改めて位置づけなおしているのである｡

また,民有林における森林整備と林業生産活動の関

係は,｢林業生産活動を通じて健全な森林の整備を進

め,公益的機能の確保を図っていくことが重要｣(19)と
している｡

(2)1999年基本政策検討会報告

'97年林政審答申を受けて,林野庁長官の私的懇談

会として発足した森林 ･林業 ･木材産業基本政策検討

会は,1999年に ｢森林 ･林業 ･木材産業基本政策検討

会報告 (以下,'99年検討会報告)｣(20)において,より具

体的な森林 ･林業 ･木材産業に関する基本課題につい

て整理を行っている｡

その特徴は,森林の整備や管理の推進においては,

｢旺盛な木材需要を背景に活発な生産意欲が広く存在

することを前提とした施策をもってしては,十分な効

果を発揮しにくい｣という,従来の林政に対する評価

を改めて行った上で,①森林 ･林業 ･木材産業政策の

基本的考え方を木材生産を主体としたものから,森林

の多様な機能を持続的に発揮させるための森林の管

理 ･経営を重視したものに転換していくこと,②将来

にわたって安定した森林の管理 ･経営システムを構築

するために,その担い手を森林所有者に限らない多様

な担い手の育成が必要とする考え方を示しているこ

と,(勤公益的機能の高い森林については,公的セクタ

の積極的関与を示唆していること,④安定した森林の

管理 ･経営システムの構築には,林業生産活動の継続

が必要としていること,⑤木材産業は循環型社会の形

成に寄与する産業として捉え直され,その貢献のため

に構造改革を行う必要がある,以上の5点である｡

(3)事業展開の特徴

産業論理を全面に押し出した林野三法制定直後に全

く異なる論理を打ち出した'97年林政審答申や'99年検

討会報告であったが,具体的な事業は大きな変更はな

く継続されている｡

木材生産 ･流通に関するものとしては,1996年度よ

りスタートしている｢経営基盤強化林業構造改善事業｣

を中心に継続されている｡森林整備に関する事業も,

1998年度に重点事項として ｢流域を単位とした森林整

備目標の実現に向けた森林整備の新たな展開｣が掲げ
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られ,流域管理システムが森林整備の推進に改めて位

置づけられているが,既存の森林整備関連事業の継続

や拡充にとどまっている｡

Ⅳ 新基本法以降における木材生産 ･流通政
策の展開

1 2000年林政審答申

前年の検討会報告を踏まえつつ,林業基本法の改正

を提言する内容となった2000年の林政審答申 ｢新たな

林政の展開方向｣において,林業 ･木材産業がどのよ

うな位置づけを与えられたのかについてみると,次の

4点が指摘できる｡

1点日は,林政の目的を森林の多様な機能の持続的

な発揮-と転換する必要があることを明記したことで

ある｡

2点目は,森林の整備を林業生産活動を通じて進め

ていくのは国民経済的にも効率的であるとし,林葉の

政策的な位置づけを木材生産を担う産業から森林の整

備と森林資源の持続的利用を担う産業として位置づけ

るとし,検討会報告よりも一歩踏み込んだ表現となっ

ている｡

3点日は,木材産業を森林の適切な管理と環境への

負荷の少ない社会の構築に貢献できる産業として位置

づけ,その発展を図るとしている点である｡しかし同

時に,国産材の利用推進に重要な役割を果たす産業と

も位置づけ,具体的な政策としては木材産業を推進す

る方向を示している｡

4点目は,山村の位置づけについてだが,これまで

の山村の活性化のための林業振興という位置づけか

ら,森林管理や林業振興のための山村活性化へと位置

づけが逆転していることである｡

'99年検討会報告では,持続的な森林管理 ･経営と

林業生産活動の継続性は不可分のものとして措かれ,

木材産業も循環型社会の形成の枠組みの中で構造改革

が示唆されていた｡しかしながら,2000年林政審答申

においては,政策目標を森林の多面的機能の持続的発

揮とした点では共通しているようにみえるが,林業 ･

木材産業の位置づけにおいては,効率性や市場対応が

より重視されているようにも読め,持続可能な森林管

理 ･経営と林業 ･木材産業がどのように接合するのか

がはっきりとは読みとれないのである｡むしろ,森林

整備のための林業 ･木材産業の合理化という印象を与

えるものとなっている｡

2 森林 ･林業基本計画における林業 t木材産業の位

置づけ

(1)2001年森林 ･林業基本計画における林業 ･木材

産業の位置づけ

新基本法に基づいて策定された ｢森林 ･林業基本計

画｣は,森林の多面的機能発揮に関する目標について

は,1996年の ｢森林資源に関する基本計画｣の論理を

引き継いでいる｡

しかし,林業の持続的かつ健全な発展と林産物の供

給および利用の確保に関わる部分では,明らかに論理

の転換がみられる｡具体的には,次の通りである｡林

業は森林の有する多面的な機能を発揮させるという役

割を有しているため,林業が将来にわたって持続的か

つ健全に発展するようにしなければならない｡そのた

めには,林業経営が市場経済下で成立するよう国産材

の需要拡大が図られなければならない｡そして,その

実現には木材産業の近代化,合理化により,低コスト

で安定供給可能な体制整備を進めることが必要,とす

る考え方である(21)0

林業 ･木材産業の活性化が森林の多面的機能の発揮

に結びつくという,かつて否定したはずの論理が復活

しているのである｡そして,流域管理システムの枠組

みは (少なくとも林業 ･木材産業面では)存在せず,

よって,流域管理システムで目指された森林整備と林

業生産の一体的解決という考え方は既になく,森林整

備と林業 ･木材産業は異なる論理で分断的に展開しよ

うとしているようにみえる｡

(2)地域材利用の推進方向及び木材産業体制整備の

基本方針

さらに,2001年 ｢森林 ･林業基本計画｣に基づいて

翌2002年に林野庁によって策定された ｢地域材利用の

推進方向及び木材産業体制整備の基本方針｣では,木

材産業の再編方向がより鮮明に示されている｡

国産材の需要拡大に向けた取り組み方向として,2

つの方向を示している｡1つは,大消費地においてグ

ローバルな競争の下での市場の要求に応えた製品を供

給する｢大量消費の市場に向けた取組｣,もう1つは,

｢顔の見える木材での家づくり｣を通じて地域の住宅

生産等を対象に最終消費者の多様なニーズに対応した

製品を供給する｢関係者の連携に受けた取組｣である｡

詳細な検討が加えられているのは前者であり,主体

ごとに生産性の目標が示されている｡具体的には,莱

材生産業については,年間素材生産量5,000m3以上の

事業体における生産性を4.1mソ入日(2000年)から5.0

mソ入日 (2010年)へ,製材工場の生産性 (1人当た
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り年間原木消費量)を360mソ人年 (2000年)から550

m3/人年 (2010年)へ,集成材への国産材利用量は30

万mソ年 (2000年)か ら190万mソ年 (2010年)へ,令

板への国産材利用量は14万mソ年 (2000年)から110万

mソ年 (2010年)へとしている｡

(3)事業展開の特徴

この間の特徴ある事業についてみると,森林整備に

ついては,2000年にスタートした｢緊急間伐稔合対策｣

を中心に展開したが,｢地球温暖化防止森林吸収源10

カ年対策｣(2002年)の策定や京都議定書の発効 (2005
午)などを受けて,森林整備は徐々に温暖化防止対策

という側面を強くしていく｡

木材産業については,2002年に ｢林業及び木材産業

を通じた総合的な構造対策｣が実施され,各都道府県
が林業 ･木材産業構造改革プログラムを策定し,その

実現のための構造改革に係わる諸施策を集中的に実施

することとしている｡これは,森林 ･林業基本計画で

示された ｢林産物の供給及び利用に関する目標｣の具

体的実現を図るため,各都道府県レベルでの個別目標

を設定し,それを達成するための5年間の具体的な取

り組み策定するというものである｡

3 新たな森林 ･林業基本計画と新生産システム

(1)新たな森林 ･林業基本計画における林業 ･木材

産業

2006年に改定された ｢森林 ･林業基本計画｣では,

前基本計画からの状況変化として,(∋高齢級の人工林

が急増しつつあり,利用可能な資源が充実しているこ

と,(参森林に対する国民のニーズが多様化しているこ

と,③木材需要構造が変化するとともに集成材や合板

などへの国産材の利用が拡大するなど,新たな動きが

活発化していること,④林業および木材産業の構造改

革が立ち遅れており,所有構造や生産組織の零細性が

需要者のニーズに対応しきれていない要因となってい

ることが指摘されている｡

特に林産物の供給および利用に関しては,国産材供

給量が1999年の20百万m3に対して2004年の17百万m3

とむしろ減少しており,その要因を①木材価格の下落

による林業生産活動の停滞,②指導的林業者や林業事

業体等が限定的,③国産材の生産 ･加工 ･流通が依然

として小親模 ･分散 ･多段階であること,④最終消費

者への働きかけが依然として不十分,と分析してい

る｡

こうした認識に立って,新基本計画における林産物

の供給および利用に向けて重点的に取り組むべき事項

Vol.54No.1(2008)

として,次の3点を掲げている｡①木材の安定供給体

制の整備で,木材を大量,安定的かつ低コストで供給

できるよう,林業事業体への施業の集約化や経営規模

の拡大が必要であること,②木材産業の競争力の強化

として,国際競争に耐えうるような規模の拡大と高付

加価値化を推進すること,③消費者重視の新たな市場

形成と拡大として,輸出も含めた新たな市場の形成 ･

拡大を図るべきとしている｡

(2)木材産業の体制整備及び国産材の利用拡大に向

けた基本方針

新基本計画を受けて2007年に林野庁によって策定さ

れた ｢木材産業の体制整備及び国産材の利用拡大に向

けた基本方針｣では,前回同様,製材 ･加工体制の整

備目標が示されているのに加え,今回新たに国産材の

利用拡大の数値目標が掲げられている｡

具体的には,国産材のシェアを在来工法住宅におけ

る国産材使用割合とした上で,2005年の3割から10年

後には6割へ引き上げることを目標とし,さらにその

ための部材ごとの取り組み方法が示されている｡

製材 ･加工体制の整備については,(∋一定以上の規

模に整備する方向と,②川上と川下の連携による ｢顔

の見える木材で家づくり｣の2つの方向を示している｡

製材工場の整備方向を規模別にイメージを示してお

り,①大規模工場 (年間素材消費量1万m3以上)は

スケールメリットを追求して大規模型の単独タイプ

(同一箇所で規模拡大)または水平連携タイプ (一定

の広がりを持った地域で規模拡大)へ,(参中規模工場

(2,000m3以上1万m3未満)は大規模化を目指す水平

連携タイプか,川上川下が連携する垂直連携型へ,

③小規模工場 (2,000m3未満)は川上川下が連携する

垂直連携型へ,という方向を示している｡そして,こ

れらのタイプごとのビジネスモデルを提示している点

が特徴である｡

｢顔の見える木材で家づくり｣では,218あるグルー

プ (2005年)を10年後に500に増加させることを目標

とし,そのビジネスモデルも,①イージーオーダータ

イプ,②カスタムオーダータイプ,として具体的に示

している｡

以上のように,新基本計画において措かれる木材産

業の展開は,森林整備に縛られることなく自由に産業

論理を追求する内容となっている｡しかしながら,そ

の具体的内容を措くこの基本方針においては,必ずし

も大規模化を追求するモデルだけではなく,小規模型

の展開方向についても具体的に措かれている点が特徴

である｡
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4 新生産システムの展開

2006年度に登場した ｢新生産システム｣は新基本計

画における木材生産政策を特徴づける事業である｡利

用可能な人工林の充実を背景に,低コスト･大ロット

の安定的木材供給体制を確立し,国産材の需要拡大と

林業の再生を図るモデルを構築しようとするものであ

る｡モデルに指定された地域は5年間取り組むことと

なる｡

実施されて間もないため,なお不明な部分は多い

が,特徴を列記すると次の通りである(22)0

1点目は,モデル地域は11カ所で,それらの地域は

複数の流域 (森林計画区)に横断的に設定されている

ことである｡流域管理システムは森林整備が意識され

ていたため,森林整備と林業生産の範囲を一致させた

のだが,新生産システムでは,関わる主体の地理的配

置と林産資本の木材需要の規模などから,より広域の

範囲が設定されている｡森林整備から自由になってい

るという点で,流域管理システムとは質が異なる事業

である｡

2点目は,基本的には核となる加工事業体が存在

し,その素材受入量を5年間で数割から数倍へと増加

させる計画となっていることである｡核となる加工事

業体は1つないしは複数で構成され,スタート時点の

素材受入量も地域によって開きが大きく,例えば,最

も少ない岐阜広域は16,000m3であるのに対し,最も

大きい宮崎は230,600m3である｡

3点目は,これらの生産目標に対して,森林所有

者,林業事業体,加工事業体との間で結ぶ協定によっ

て多くの部分を実現しようとしている点である｡

4点日は,地域ごとに異なる構造のもとで,安定供

給システムを設計し稼働させる役割を担うものとし

て,各地域にコンサルティングを配置していることで

ある｡これらは,大学,民間シンクタンク,NPO法人

等様々である｡

5点目は,｢森林 ･所有者情報データベース設置事

業｣についてである｡新生産システムでは,林業姪営

から加工 ･流通までの一連の過程に対して,｢林業経

営担い手モデル事業｣,｢革新的施業技術等取組支援事

業｣,｢戦略的木材流通 ･加工体制モデル事業｣が用意

されているが,このデータベース設置事業は伐採意向

のある零細な林家等をデー.タベースに登録し,素材生

産業者が集約的な伐採の働きかけをしやすくしようと

いうものである｡データベースを木材生産に運用する

という取り組みで,これまでにない特徴を有してい

る｡

以上のように,少なくとも新生産システムはかつて

ない規模での林業生産構造の再編事業であり,その特

徴は木材産業論理を林業経営まで貫徹させ統合すると

いう手法で実現しようとする点であろう｡

Ⅴ 木材生産 ･流通政策の課題と新たな政策

方向一小括-

1 森林 ･林業政策の基本論理の転換と木材生産 ･涜

通政策の位置づけの変化

既に述べてきたように,1985年を転換点とする経済

のグローバル化によって,日本資本主義における林

業 ･山村の位置づけは大きく後退することとなった｡

低賃金労働力の再生産基盤としての山村の維持とその

ための林業再編の必要性が後退したことによって,基

本法林政以降の政策を支えてきた基本論理 (林業の近

代化とそれを通じた公益的機能の発揮)の転換を迫ら

れたのである｡1990年代の森林 ･林業政策の展開は,

政策の基本論理の転換のための移行期ともいえ,迷走

を続けてきたといえるだろう｡

林業政策の根拠が揺らぎつつある時期に登場した流

域管理システムは,森林整備の枠組み (-流域)にお

いて,林業生産活動の活性化を通じて森林整備を推進

しようとした点は,林業構造を再編しようとする政策

に合理的な根拠を与えようとしたものである｡その意

味で,森林整備と林業生産が政策上不可分なもので

あったといえる｡

ところで,一部の流域を除いて,流域管理システム

が当初目指した高い生産力水準の林業構造を構築でき

なかったのはなぜであろうか｡その1つの理由は,流

域の林業構造を統括し規定しうる強力な主体を形成で

きなかったためと考える｡資本からの規定が弱■まり弛

緩した林業構造を流域という枠組みで再構築するに

は,林業構造を統括し林業生産システムを稼働させる

際に生じる大きなリスクを引き受けられる強力な主体

が必要だったのである｡各地に設立された大型の国産

材製材工場や実質的な推進役を期待された市町村では

不十分であったということである｡

1997年の林政審答申以降,政策の目標を持続可能な

森林管理 ･経営に転換し,林業 ･木材産業も持続可能

性の論理に基づくものへと再編すべきとする提言が行

われた｡これまでの政策の基本論理を大きく転換しよ

うとする提言であったが,新基本法にこの考え方は引

き継がれなかった｡
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新基本法において,森林の多面的機能の発揮が政策

目標として位置づけられることになったが,その基本

論理は産業論理を乗り越えた持続可能な森林管理 ･経

営に基づくものではなく,林業 ･木材産業の徹底した

近代化を通じて実現しようとするものであった｡

しかし,新基本法以前と決定的に異なるのは次の2

点であろう｡1つは,森林整備政策と林業政策が分断

的に展開し,林業政策,特に木材生産 ･流通政策は森

林整備の実現に規定されることなく産業論理を追求す

る内容へと展開していることである｡森林の多面的機

能の発拝を政策目標とする新基本法の論理構成は,そ

の実現手段として林業 ･木材産業を位置づけた上で,

国産材需要の拡大によって林業経営を安定化させ,蘇

林整備も十全に行われるようになるとするものであ

る｡環境政策へ転換したかにみえたが,論理構成とそ

の後に打ち出される施策は,徹底的な産業化によって

多面的機能の発揮を実現しようとするものであった｡

しかし他方で,森林整備を推進する論理は地球温暖化

対策など林業生産の論理を含まないものであり,森林

整備と林業生産に関わる施策は分断的に展開している

のである｡

もう1つは,資本蓄積メカニズムからの規定 (=林

業 ･山村の解体と他方での一定の維持の論理)から自

由になったともいえる状況の中で,林業政策はこれま

でになく産業論理を全面化させることが可能になった

点であろう｡このことは,1点目とも関わってより近

代化を促す政策へと展開する背景となっていると考え

られる｡

2 木材生産 ･涜通政策の課題と新たな政策方向

木材生産 ･流通政策の課題として次の4点を指摘で

きるだろう｡

1点目は,近年の木材生産 ･流通政策は,利用可能

な人工林資源の充実を背景に,林業 ･木材産業を産業

論理で大規模に統合し,国産材の低コスト･安定供給

システムを構築しようとするものだが,そのことの追

求と森林管理や森林整備との関係がはっきりしないこ

とである｡森林整備 (-森林管理)と林業生産 (-産

業論理の追求)をはっきりと分けた上で持続可能な森

林管理 ･経営を実現しようとするのか,あるいは,森

林整備と林業生産を新たに切り結ぶことによってそれ

を実現しようとしているのか,森林 ･林業政策の基本

論理が不明確なのである(23)｡仮に,産業論理の追求に

よって多面的機能の発揮を実現しようとするのだとし

ても,産業論理を追求できない地域での森林整備と林
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業生産のありようが明らかとなっていないのは問題で

あろう｡

2点目は,低コスト･安定供給システムの構築が地

域の浮揚なり地域の持続性にどのように関わってくる

のかということである｡特に,近年国産材を捉えよう

としている林産資本が,どのような性格でどのような

論理で捉えようとしているのかについて明らかにして

おく必要があるだろう｡資源を自由に選択できる林産

資本であるのか,地域資源を背景として存立している

林産資本であるのかでは,地域林業にとっての意味が

大きく異なるからである｡

3点目は,政策は所有の優鹿の問題は克服できるの

だろうかということである｡安定供給を追求し国産材

への依存を強めるほどに,森林所有に規定されること

となり,避けては通れない問題である｡新生産システ

ムにおけるデータベースの活用や森林所有者との協定

がどのように機能するのか注目されるが,基本的には

山村の安定と持続性の確保の上で実現されるべきもの

と考える｡

4点日は,産業論理で統合された大規模な生産シス

テムは,一方では大規模な破綻のリスクを抱えてい

る｡持続性を最優先する山村社会や森林管理の論理に

馴染まない面がある｡1つの大きなシステムに依存す

るのではなく,いくつかの重層的な生産システムに

よって持続性を担保していく必要があるだろう｡

森林 ･林業政策は改めて持続可能な森林管理を基軸

とした体系を構築し,木材生産 ･流通政策もまたその

体系に位置づけるべきであろう｡安定的な木材生産シ

ステムは,山村社会と林業生産の持続性の上で初めて

実現すると考えるからである｡しかしその際,持続可

能な森林管理 ･経営と林業生産の持続性をどのように

切り結ぶのかが改めて問われているといえる｡
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